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平成２６年度別海町公営企業会計決算審査について

地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された平成２６年度別海町

公営企業会計(水道事業会計・病院事業会計)決算を審査した結果、次のとおり意見

を提出します。
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第１　審査の対象

平成２６年度別海町水道事業会計決算

平成２６年度町立別海病院事業会計決算

第２　審査の期間

審査の期間　　平成２７年６月１日から６月９日までの６日間

第３　審査の場所

監査委員事務局執務室

第４　審査の方法

　この決算審査に当たっては、町長から提出された決算書及び決算附属書類が事業の

経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計諸帳簿、

証拠書類との照合等のほか、関係職員の説明を聴取するとともに、各事業の経営内容

を把握するため計数の分析を行い、経済性の発揮及び公共の福祉の増進に寄与してい

るかどうかについて考察した。

第５　審査の結果

　審査に付された各事業の決算諸表はいずれも関係法令に準拠して作成されており、

その計数は正確であり、経営成績及び財政状態をおおむね適正に表示しているものと

認められた。

　両会計の審査の概要とそれに対する審査意見については、次のとおりである。

平成２６年度別海町公営企業会計決算審査意見



　

　 

　

 ※図の説明

1

(1) 地方公営企業会計制度の改正

１ 総括　水道事業会計・病院事業会計共通

流動負債
丸囲み数字は
上表の項目を
示す。

固定負債
①↑③↑⑦↑

⑧ セグメント情報の開示
・各地方公営企業にお
いて判断に基づき開示

⑩ 勘定科目等の見直し

・未処分利益剰余金
・その後の取扱いは、
議会の議決を経て決定

 固定負債

・リース会計を導入
固定資産(ﾘｰｽ資産)
固定負債
流動負債(ﾘｰｽ債務)

⑥ 減損会計を導入
・公営企業型地方独法
における減損会計と同
様の減損会計を導入

・作成を義務付け

利益剰余金

旧会計基準
貸借対照表

流動資産

固定負債

流動負債
①↑③↑⑦↑

流動資産③↓⑤↓

2

　　地方公営企業会計制度等の改正は、①資本制度の見直し、②地方公営企業会計基準の見直

　し、③財務規定等の適用範囲の拡大等の三つから構成される。改正により、現行の企業会計

　原則の考え方が最大限取り入れられ、民間企業や地方独立行政法人の会計制度に近づくこと

　になる。

(2) 新会計基準の概要と財務諸表への影響

　　新会計基準の概要と主な財務諸表への影響は次のとおりである。

⑨
キャッシュフロー計算
書の作成

⑪ 組入資本金制度の廃止
・組入資本制度に
よる資本の造成

 固定資産

⑦ リース会計を導入

↑↓は、改正
後の諸表数値
の増加または
減少を示す。

・勘定科目の見直し及
び重要な事項を注記

 繰延勘定（資産）

⑤
たな卸資産の価格に低
価法義務付け

・原価法
・重要性が乏しい場合
を除き、低価法

 流動資産

繰延勘定を原則廃止
・災害損失等５種
類が計上可

繰延勘定④
（現在計上しているものは
償却終了まで計上可）

固定資産

資本金

新会計基準

繰延収益 ②

資本金　①↓

資本剰余金 ②↓

利益剰余金⑤↓⑥↓

固定資産
②↓③↓⑥↓⑦↑

資本剰余金

繰延勘定

④
・新たな繰延勘定への
計上は不可

 固定負債

 流動負債
・資本に計上

・任意で適用可

・廃止
・補助金等により取得
した償却資産の減価償
却見合い分を順次収益
化（長期前受金）

②

借入資本金（企業債）
を資本から負債に計上

・負債に計上
※１年以内に返済期限
が到来する債務は、流
動負債

③
引当金の計上を義務付
け

・退職給与引当金
及び修繕引当金は
任意

・退職給与引当金の計
上を義務化
・引当金の要件を踏ま
え、賞与引当金、修繕
引当金、貸倒引当金の
計上

 繰延収益（負債）

①

みなし償却制度を廃止
長期前受金を計上

 流動負債

見 直 し 項 目 新 会 計 基 準
財 務 諸 表 へ の 影 響

旧会計基準
増 加 減 少

 資本金

 固定資産
 資本剰余金

 固定資産
 流動資産

移行 

みなし償却資産の

既償却相当分を減

額等 


